






































以上の高齢者数は、2005 年時点の 2576 万人（20.2％）から、2030 年には 3667 万人（31.8％）










するといった制度改革案など、様々な論点から国民的な議論が行なわれている。平成 20 年 9
月 29 日に開催された社会保障審議会年金部会（2008）の論点整理では、 「平成 16 年改正後に


























2.  INAHSIM のシミュレーション・サイクルと重要なライフイベント 
 
  INAHSIM のシミュレーション・サイクルは、図 2 に示すとおりである。各ライフイベントは
1 年に 1 回発生するものとしている。このモデルに組み込まれているライフイベントは、結婚、
出生、死亡、離婚、国際人口移動、健康状態の遷移、就業状態の遷移、稼働所得の推定、年金の
                                                   











  第三は、年金の裁定である。年金額は、個々人の Z スコアと加入区分別の新規裁定年金額の分
布を基礎として決定される。繰り上げ受給や繰り下げ受給は考慮していない。 
  このモデルの初期値人口は、日本社会の 1000 分の 1 のモデルで、総人口 127,782 人、一般世




3.  シミュレーション結果と考察 
 




女性の同居家族の状況及び年金額の分布について、 将来推計結果を考察してみることとする。  
  表 1 は、高齢者女性人口について、配偶状態（有配偶、未婚、離別、死別）別の将来推計
結果を 2030 年までみたものである。高齢者女性人口は、2004 年の 1443.5 万人から 2030 年に













のいない高齢者女性人口は、 2004 年の 750.7 万人から 2030 年には 1168.3 万人と 55.6％の増加




姉妹、甥・姪のみ）をみると、2030 年では 257.5 万人（22.0％）と見込まれる。これらの者
は、親族からの支援があまり期待できないことから、自分自身の年金収入や財産収入だけが
頼りと考えられる。 




















3.2.  高齢者の同居家族の変容と所得水準の変化の見通し（2030 年の高齢者像） 
 




期である 2030 年にターゲットをおいて、 ①高齢者が受給する公的年金額の分布 （公的扶養） 、
②同居家族形態別の高齢者数（私的扶養） 、③高齢者の等価所得の分布（生活水準）の中長期
的な将来見通しを、75 歳未満と 75 歳以上の高齢者に区分して示すことにより、現行制度が
将来にわたって十分な生活保障機能を果たすことが期待できるかどうかについて考察を行う。  





  表 5 は、 高齢者の同居家族の見通しを、 施設入所者のほか、一人暮らし、夫婦のみの世帯、
子供夫婦との同居、配偶者のいない子との同居、その他の世帯に区分してみたものである。
75 歳未満・75 歳以上高齢者のいずれも一人暮らしの増加が著しい。家族と同居していない一
人暮らしと施設入所者の合計の人数をみると、75 歳未満の高齢者では 2004 年の 212.8 万人
（15.3％）から 2030 年の 338.8 万人（24.0％）に、75 歳以上の高齢者では 2004 年の 283.0 万
人（25.4％）から 758.3 万人（33.3％）に増加するものと見込まれる。なお、このうち、子が


















                                                   
2  マクロ経済スライド等の効果を見込んでいないことから、年金額が高め（2030 年では 15％程
度）に推定されている。したがって、実際の低年金者の比率は、シミュレーション結果よりも高
くなると見込まれる。さらに、年金の裁定後は、賃金上昇率ではなく、物価上昇率に応じて年金
額が改定されるため、 年齢が高いほど実質的な年金額は低い （75 歳以上の高齢者では 10％程度）
ため、留意が必要である。 
3  INAHSIM により、筆者推計。 





表 6 は、 その等価所得の分布の将来推計を表したものである。 75 歳未満の高齢者では、 2030





75 歳以上の高齢者の所得分布についても、 75 歳未満の高齢者とほぼ同様の傾向になるもの
と見込まれる。 しかしながら、 75 歳以上の高齢者数そのものが 1113.2 万人から 2279.6 万人へ
とほぼ倍増することから、低所得者層の実人員が大きく増加することとなる。実際、50 万円




4.  2030 年の高齢者像からみた公的年金制度改革案の評価 
 









  表 7 は、2030 年における 75 歳未満・75 歳以上高齢者の等価所得分布を比較したものであ






                                                   
5  A 案、B 案及び C 案は、社会保障国民会議第一分科会の中間とりまとめ（2008b）で示されたも
のである。 7 
 
（9.3％ ）、 75 歳以上の高齢者で 342.7 万人（15.0％）となっている。本表は、この低所得者層
が 2030 年までに年金制度改革によってどの程度減少するかを示している。なお、2030 年は
およそ 20 年後のことであり、各制度改革案の経過措置の違いが、高齢者の等価所得の分布に
大きく反映されている。 
まず、75 歳未満の高齢者をみると、等価所得が 100 万円未満の低所得層は、A 案が 88.2 万
人（6.2％ ）、 B 案が 119.5 万人（8.4％ ）、 C 案が 25.6 万人（1.8％）といずれも減少するが、B
案では 0.9 ポイントの低下にとどまり、改革の効果は小さい。B 案は、2009 年以降の期間に
ついて国民年金の保険料を納付したとみなすという考え方に相当するが、これは現行制度で
あれば未納であったであろう者の年金額がその分引き上げられるだけであり、2030 年の時点




一方、 等価所得が 250 万円以上の 75 歳未満の高齢者は、 A 案及び B 案ではあまり増加しな




次に、75 歳以上の高齢者についてみると、等価所得が 100 万円未満の低所得層は、A 案が
225.7 万人（9.9％ ）、 B 案が 338.1 万人（14.8％ ）、 C 案が 27.2 万人（1.2％）といずれも減少す
るが、B 案ではわずか 0.2 ポイントの低下にとどまり、改革の効果はほとんどみられない。こ
れは、B 案では、75 歳未満の高齢者よりもさらに 10 年遅れてその効果が現れるからである。







































































高齢者の基礎年金に過去の納付実績が反映されるからである。実際、65 歳から 74 歳までの







在の税負担は基礎年金給付費の 2 分の 1 であるが、75 歳未満と 75 歳以上の高齢者の人口は
おおむね半々であること
8
                                                   
6  現行制度では、基礎年金の 2 分の 1 は税により、残りの 2 分の 1 は保険料によって賄われてい
る。 
から、財源の振替によって税負担の割合に大きな変動はない。 
7  平成 21 年度の国民年金保険料は月額 14,660 円であり、この場合の 40 年間の保険料総額は約
704 万円である。ただし、過去の保険料はこれよりも低いことから、実際に納付した保険料総額
はさらに少ない。 
8  将来は 75 歳以上の高齢者数が 75 歳未満の高齢者数をかなり上回ることから、徐々に税負担の
割合が高まるが、急激なシフトは生じない。 10 
 



















  マイクロシミュレーションモデルは、 そのミクロ的な将来推計を行うためのツールである。
第 3 節においては、 現行の公的年金制度を維持したときの 2030 年の高齢者像――家族や世帯
の姿、年金額分布や等価所得の分布――を明らかにした。シミュレーション結果は、低年金・
無年金者の年金水準の底上げは図られるものの、一人暮らしの高齢者が増大するなど家族の
変容が著しいことから、 等価所得の低い高齢者の実人員が 75 歳以上の高齢者で大幅に増加す
ることを示している。日本はすでに人口減少社会に入っているが、高齢者の貧困層の増加が
避けられないということである。 
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表  1:  配偶関係別・高齢者女性人口の将来見通し（単位：千人） 
年次 総数 有配偶 未婚 離別 死別
14,435 6,928 513 579 6,415
100.0% 48.0% 3.6% 4.0% 44.4%
20,466 9,917 947 1,507 8,095
100.0% 48.5% 4.6% 7.4% 39.6%
21,124 9,441 1,412 1,959 8,311






表  2:  家族形態別・配偶者のいない高齢者女性人口の将来見通し（単位：千人） 
子なし
7,507 3,391 1,270 2,357 1,387 372
100.0% 45.2% 16.9% 31.4% 18.5% 5.0%
10,549 5,677 2,130 2,008 2,306 557
100.0% 53.8% 20.2% 19.0% 21.9% 5.3%
11,683 6,396 2,575 1,908 2,738 641













表  3:  年金額階級別・配偶者のいない高齢者女性人口の将来見通し（単位：千人） 
年次 総数 50万円未満  50 - 99 万円 100 - 149 万
円
150 - 199 万
円
200万円以上
7,507 1,560 2,353 1,593 1,139 862
100.0% 20.8% 31.3% 21.2% 15.2% 11.5%
10,549 1,222 2,808 2,574 2,191 1,754
100.0% 11.6% 26.6% 24.4% 20.8% 16.6%
11,683 1,218 2,844 3,327 2,975 1,320




（注） INAHSIMにより、筆者推計。  
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表  4:  高齢者の年金額分布の将来見通し（単位：千人） 
(1) 65歳以上75歳未満の高齢者
年次 総数 50万円未満 50 - 99 万円 100 -149 万
円
150 - 199 万
円
200万円以上
13,901 2,153 4,240 2,470 1,475 3,563
100.0% 15.5% 30.5% 17.8% 10.6% 25.6%
17,132 1,860 5,827 2,885 4,029 2,532
100.0% 10.9% 34.0% 16.8% 23.5% 14.8%
14,146 1,852 4,622 2,370 3,385 1,917
100.0% 13.1% 32.7% 16.8% 23.9% 13.6%
年次 総数 50万円未満 50 - 99 万円 100 -149 万
円
150 - 199 万
円
200万円以上
11,132 2,562 3,151 1,793 1,305 2,321
100.0% 23.0% 28.3% 16.1% 11.7% 20.8%
18,906 2,753 5,025 3,291 3,103 4,734
100.0% 14.6% 26.6% 17.4% 16.4% 25.0%
22,796 2,434 6,393 4,315 5,448 4,206











表  5:  家族形態別・高齢者数の将来見通し（単位：千人） 
(1) 65歳以上75歳未満の高齢者






13,901 1,875 5,552 2,254 3,355 612 253
100.0% 13.5% 39.9% 16.2% 24.1% 4.4% 1.8%
17,132 3,152 5,681 1,416 5,100 1,339 444
100.0% 18.4% 33.2% 8.3% 29.8% 7.8% 2.6%
14,146 2,962 3,833 1,015 4,470 1,440 426
100.0% 20.9% 27.1% 7.2% 31.6% 10.2% 3.0%






11,132 1,871 2,535 3,615 1,822 330 959
100.0% 16.8% 22.8% 32.5% 16.4% 3.0% 8.6%
18,906 3,892 5,206 3,222 4,171 560 1,856
100.0% 20.6% 27.5% 17.0% 22.1% 3.0% 9.8%
22,796 5,182 5,663 3,216 5,601 733 2,401











表  6:  高齢者の等価所得分布の将来見通し（単位：千人） 
(1) 65歳以上75歳未満の高齢者
年次 総数 50万円未満 50 - 99 万円 100 -149 万
円






13,901 416 875 1,319 1,521 2,049 7,721
100.0% 3.0% 6.3% 9.5% 10.9% 14.7% 55.5%
17,132 287 1,108 1,612 2,711 2,317 9,096
100.0% 1.7% 6.5% 9.4% 15.8% 13.5% 53.1%
14,146 398 919 1,289 2,088 1,686 7,766
100.0% 2.8% 6.5% 9.1% 14.8% 11.9% 54.9%
年次 総数 50万円未満 50 - 99 万円 100 -149 万
円






11,132 561 1,275 1,271 1,277 1,228 5,520
100.0% 5.0% 11.5% 11.4% 11.5% 11.0% 49.6%
18,906 807 1,975 2,284 2,760 2,739 8,341
100.0% 4.3% 10.4% 12.1% 14.6% 14.5% 44.1%
22,796 866 2,561 3,025 4,461 3,210 8,674










   16 
 
表  7:  基礎年金改革案別・高齢者の等価所得分布の将来見通し（単位：千人） 
(1) 65歳以上75歳未満の高齢者
総数 50万円未満 50 - 99 万円 100 -149 万
円






14,146 398 919 1,289 2,088 1,686 7,766
100.0% 2.8% 6.5% 9.1% 14.8% 11.9% 54.9%
14,146 7 875 991 1,913 2,001 8,360
100.0% 0.0% 6.2% 7.0% 13.5% 14.1% 59.1%
14,146 265 930 1,211 2,082 1,751 7,906
100.0% 1.9% 6.6% 8.6% 14.7% 12.4% 55.9%
14,146 1 255 804 1,052 1,617 10,418
100.0% 0.0% 1.8% 5.7% 7.4% 11.4% 73.6%
(2) 75歳以上の高齢者
総数 50万円未満 50 - 99 万円 100 -149 万
円






22,796 866 2,561 3,025 4,461 3,210 8,674
100.0% 3.8% 11.2% 13.3% 19.6% 14.1% 38.1%
22,796 10 2,247 2,571 4,254 4,052 9,662
100.0% 0.0% 9.9% 11.3% 18.7% 17.8% 42.4%
22,796 825 2,556 2,989 4,468 3,236 8,722
100.0% 3.6% 11.2% 13.1% 19.6% 14.2% 38.3%
22,796 1 271 1,527 2,263 3,376 15,357




















第 2 号被保険者 
被用者（正規就業） 




























図  2: INAHSIM のシミュレーション・サイクル 